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件 名 Wi-Fi環境整備を通じたデータ利活用により、経済効果を実感できる観光振興の実現へ 
長門市と日立システムズが連携し、集客力の向上と周遊観光の強化を図る 

 

概要 

山口県長門市(市長：大西 倉雄／以下、長門市)は、株式会社日立システムズ(代表取締役 取締

役社長：北野 昌宏、本社：東京都品川区／以下、日立システムズ)と業務委託契約を締結し、さら

なる集客力の向上と周遊観光の強化を図り、「経済効果を実感できる観光振興」の実現をめざしま

す。 

具体的には、観光庁補助金(観光地の「まちあるき」の満足度向上整備支援事業)を活用し、長門

市内の主要な観光地や交通要所に無料で利用可能な Wi-Fi 環境を整備することで、国内外からの観

光客をはじめとした来訪者に対して情報通信手段の利便性向上を図るとともに、位置情報に基づき

適切な観光・イベント情報などを発信します。さらに、Wi-Fi 環境から収集したデータを利活用す

ることで、さらなる長門市への集客力の向上および周遊観光の強化を図り、観光振興による地域活

性化に取り組みます。 

 

 

 

長門市の主な観光スポット(左上：長門湯本温泉、左下：元乃隅神社、右上：大寧寺、右下：道の駅センザキッチン) 

 

 

 

 



 

 

背景 

長門市は人口減少社会にあっても活力を維持できるまちづくりを進めることが必要と考えてお

り、そのためには交流人口を増加させ、地域産業の担い手の育成や地場産業の振興につながる観光

振興を重要な取り組みと位置付けています。 

このような中、長門湯本温泉観光まちづくり計画に基づく温泉街の再生、道の駅センザキッチン

の建設による地場産品の販路拡大、山陰自動車道の建設を通じた物流・交通対策、ラグビーワール

ドカップ 2019 日本大会におけるカナダチームのキャンプ招致による国際交流など、交流人口の拡

大に向け、さまざまな取り組みを進めてきました。その結果、2018 年の観光客数は過去最高の約

254 万人となっています。 

 

詳細 

こうした背景の下、長門市は、さらなる観光振興を通じた地域活性化に取り組むため、「ながと

フリーWi-Fi 整備事業」を実施することとし、公募型プロポーザルにより日立システムズと契約し

ました。 

本事業では、今後のインバウンド観光客の増加を踏まえ、国内外からの観光客をはじめとした来

訪者に対して、情報通信手段の利便性の向上や観光・イベント情報の発信、また、屋外でのキャッ

シュレス決済のための情報通信手段の提供などを通じて、さらなる長門市への集客力の向上および

周遊観光の強化を図ります。 

 

具体的には、長門市の主要な観光地である長門湯本温泉や道の駅センザキッチン、元乃隅神社、

また、交通の要所である長門市駅や長門湯本駅などに、無料で利用可能な Wi-Fi 環境を整備するこ

とにより、ICT を活用した経済効果を実感できる観光振興の実現をめざします。今回整備する Wi-Fi

環境は、これまで日立システムズが自治体向けにクラウドサービスとして提供してきた実績のある

もので、接続時にクラウド基盤と連携し、国内外からの来訪者に多言語で利用可能なサービスを提

供することが可能です。このセキュアで高速な Wi-Fi 環境は、来訪者の位置情報に基づき、各観光

地の魅力的な情報発信を支援するほか、屋外店舗でも専用端末なしでキャッシュレス決済システム

の設備として利用できます。 

さらに、Wi-Fi 環境を活用し、収集するデータの利活用を通じた、デジタルマーケティングによ

る観光施策の強化に取り組みます。具体的には、各観光地や交通要所に設置したアクセスポイント

から得られるログデータを活用し、来訪者数や滞在時間、リピーター数などの可視化や来訪者の動

線分析を実施することにより、実現をめざします。 

 

構築した設備の運用・保守、セキュリティ監視などは、日立システムズが自社のコンタクトセン

ターやデータセンター、セキュリティオペレーションセンター(SOC)などのサービスインフラを活

用し、ワンストップで支援します。 

 

今後、長門市と日立システムズは、2020 年 3 月末までに Wi-Fi 環境構築を完了、本格運用を開

始します。ICT を活用し、観光客の満足度向上、集客力の向上、また、周遊観光の強化による観光

産業の振興に取り組むことで、魅力ある雇用の創出などを融合させた、活力を維持できるまちづく

りを推進していきます。 

また、日立システムズは、本取り組みが、同様の悩みを抱える自治体の課題解決に向けた 1つの

モデルケースとなることをめざします。 

 

 



 

 

 

 

 

■本事業のイメージ概要図 

 
 

■本事業の全体概要図 

 

■日立システムズについて 

株式会社日立システムズは、幅広い規模・業種システムの構築と、データセンター、ネットワークや

セキュリティの運用・監視センター、コンタクトセンター、全国約 300 か所のサービス拠点などの多彩

なサービスインフラを生かしたシステム運用・監視・保守が強みの IT サービス企業です。多彩な「人

財」と先進の情報技術を組み合わせた独自のサービスによってお客さまのデジタライゼーションに貢献

し、新たな価値創造に共に取り組み、お客さまからすべてを任せていただけるグローバルサービスカン

パニーをめざします。 

詳細は https://www.hitachi-systems.com/ をご覧ください。 

 

 

■報道機関のお問い合わせ先 

株式会社日立システムズ サステナビリティ・リスクマネジメント本部  

データ利活用の推進 観光事業の効率的な推進 

  めざす将来の姿(経済効果を実感できる観光振興) 

観光客 

民間事業者 

観光客の動向分析 
民間と連携した新たな施策 
活力を維持できるまちづくり 

観光資源の活性化 
誘客、周遊観光の強化 

「ながとブランド」の国内外への発信 

長門市 官民データ連携 

快適なネット環境 

最新の観光情報入手 

SNS での情報発信 

観光客目線の利便性向上 

ICT やデジタルマーケティング等 

新技術の活用 

https://www.hitachi-systems.com/
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